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主論文の要旨

ヒマラヤ地域に存在する氷河は、表面をデブリ (岩屑)に覆われたデブリ氷河が多い。デブリ氷河の下流

域では、氷河表面を覆うデブリと氷河周辺の地面との境界が不明瞭であるため、可視衛星画像から氷河の面

積を正確に捉えることが困難である。そのためヒマラヤ地域での氷河変動を議論するにあたっては、デブリ

を含めた氷河表面の高度変化の正確な計測が重要となってくる。一方、デブリはその厚さが薄い場合はアル

ベドを減少させることにより氷河の融解を促進するが、厚い場合は断熱効果により融解を抑制する作用があ

る。そのため、ヒマラヤ地域における氷河変動量を求める場合は、デブリ氷河の変動を抑えることが重要と

なってくる。

山岳氷河のように現地へのアクセスと測量作業が困難で、頻繁に観測することができない対象について、

広域に均一な精度で変量を抑えるためには、リモートセンシング観測は不可欠であり、リモートセンシング

を用いて氷河変動を捉える試みは多くの地域でなされている。ヒマラヤにおいても、氷河の面積変化、表面

高度の変化、流動速度の分布など、従来空間的及び時間的に連続的に求めることが困難であったものを、明

らかにする研究が試みられている。しかし、リモートセンシングによる観測は、その計測方法やセンサーの

種類により、様々な原因にもとづく誤差やバイアスが含まれるため、一般的に現地観測に比べ計測精度が劣

るとされる。また、従来のヒマラヤ地域でのリモートセンシングを用いた氷河変動の研究の多くは、現地観

測データによる精度検証や補正を行なっていないのが実状である。こうした背景のもと、本研究ではネパー

ル東部のクンブ地方において 2 回の現地観測を実施し、その観測データを用いて衛星データの精度検証及

び補正を行なった上で、氷河変動量を高精度で復元することを目的とした。

ネパール東部のクンブ地方において、2004 年秋にはクンブ氷河、2007 年秋にはクンブ地方の広域を

対象に DGPS (Differential GPS) 測量を行った。 エベレスト南西面から流れ下るクンブ氷河において
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は、これまでも 1978 年、1995 年、1999 年にそれぞれ氷河の消耗域に設定した 4 ヶ所の対象区域におい

て現地測量が行われている。2004 年秋の調査はそれらの測量データを更新し、最新の氷河変動量を明ら

かにすることを目的として行った。ただし、氷河消耗域の一部では測量作業が危険であったため、対象区

域 4ヶ所の内、最上流側と最下流側の 2ヶ所のみで実施した。中間に位置する 2ヶ所は、Terra衛星搭載

の ASTER (Advanced Spaceborne Thermal Emission and Reflection Radiometer)センサにより、現

地観測と同時期に計測された DEM (Digital Elevation Model)を用いた。DGPSによる現地測量データ

と ASTER-DEM の標高値に生じる差は、両者それぞれの固有の誤差に加えて、ASTER-DEM が GCP

(Ground Control Point)を使用せずに衛星の軌道位置情報のみによって決定されていることに起因する。

そこで本研究では、まず現地での DGPS測量にもとづく最上流側と最下流側の 2ヶ所の標高値を用いて、

ASTER-DEM の精度評価及びバイアス補正値を求め、これにもとづいて、残りの 2 ヶ所の地形データを

算出した。以上の手法により、クンブ氷河の消耗域における最新の氷河変動量を明らかにした。

一方、2007 年の調査ではクンブ地方広域 (東西 30 km、南北 25 km、標高 3400–5500 m) において、

DPGS 測量を行なった。そしてこの結果を用いて、クンブ地方における 1992 年の空中写真測量による

DEM、2000年の SRTM (Shuttle Radar Topography Mission) DEM、2001年から 2008年までの 13

シーンの ASTER-DEM の計 15 時期の DEM について精度検証及びバイアス補正を行ったうえで、氷

河表面の高度変化速度を求めた。氷河表面の高度変化速度は重み付け最小二乗法 (WLS: weighted least

squares)による線形回帰モデルにより求めることによって、補正済みの DEMに残っている誤差の影響を

抑えることができた。

解析の結果、1992 年から 2008 年までのクンブ地方全体での氷河表面の高度変化速度は、

−0.45±0.57 m a−1 w.e. (water equivalent)と求められた。また、氷河表面のデブリの有無別に見ると、
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デブリ域は −0.63±0.38 m a−1 w.e.、 裸氷域は −0.35±0.68 m a−1 w.e.となり、これまで表面デブリ層

による断熱効果で氷河の融解が抑制されていると考えられていた氷河消耗域のデブリ層の厚い部分でも、

氷河の表面低下が大きいことが明らかとなった。また、氷河表面の高度変化速度の空間分布を、クンブ氷河

について現地観測の結果と比較したところ、表面低下量の分布は整合的であり、本研究で行った複数時期の

DEM解析による氷河表面高度の変化速度を見積る手法とその結果が妥当であることが確認された。

クンブ地方に存在するデブリ氷河にて、デブリ被覆域の氷河縦断方向の傾斜と表面低下速度の比較の結

果、傾斜の緩やかな大型デブリ氷河では表面低下速度が大きく、傾斜の急な小型デブリ氷河では表面低下速

度が小さい傾向が見られた。このような大型デブリ氷河の傾斜の緩やかなデブリ域における表面低下は、氷

河湖形成の兆候を示していると考えられる。

本研究では、高度変化速度をWLS線形回帰モデルを用いて求めることにより、現地観測データによる補

正済みの DEM においても取り除けない誤差の影響を抑えることができた。また、本研究の結果は、高標

高の雪氷域での低コントラストにおけるステレオ生成 DEM の精度上限界があることを示しており、今後

は高標高域での氷河表面高度の変化を見るためには、レーザー測量法などによるアプローチが望ましいと思

われる。
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1 序論

ヒマラヤ地域に存在する氷河は、表面をデブリ (岩屑)に覆われているデブリ氷河が多い。デブリ氷河の下

流域では氷河表面を覆うデブリと氷河周辺の地表面との境界が不明瞭であるため、可視衛星画像から氷河の面

積を正確に捉えることが困難である。また、ヒマラヤ地域に存在する大型デブリ氷河の多くは谷氷河であるた

め、氷河の変化は水平方向よりも垂直方向へ現れやすい。そのためヒマラヤ地域での氷河変動を議論するにあ

たっては、氷河表面の高度変化の正確な計測が重要となる。

氷河を覆うデブリの厚さが薄い場合は、アルベドを減少させるため氷河の融解を促進するが、厚い場合は断

熱効果により融解を抑制する作用がある (Mattson et al., 1993)。一方で、デブリ氷河の消耗域では、地表に露

出した氷壁や池の部分での熱の吸収により、氷河の融解を促進させる効果もある (Sakai et al., 2000, 2002)。

このため氷河表面のデブリは気候変化に対する氷河の応答を複雑に変化させる。

近年、リモートセンシングを用いた氷河変動を捉える試みは多くの地域でなされている (e.g. Arendt et al.,

2002; Muskett et al., 2003; Rignot et al., 2003; Surazakov and Aizen, 2006)。ヒマラヤにおいても、氷河

の面積変化、表面高度の変化、流動速度の分布など、従来空間的及び時間的に連続的に求めることが困難で

あったものを、明らかにする研究が試みられている (Salerno et al., 2008; Berthier et al., 2007; Bolch et al.,

2008b,a; Quincey et al., 2009)。本研究対象地域のクンブ地方においても、Bolch et al. (2008b)では、1962
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年の CORONAと 2002年の ASTERの DEMの標高値の差から、表面高度の変化速度の空間分布を明らか

にしている。

このように、ヒマラヤの氷河のように現地へのアクセスと測量作業が困難で、頻繁に観測することができな

い対象について、広域に均一な精度で変量を抑えるためには、リモートセンシング観測は不可欠である。し

かし、リモートセンシングによる観測は、その計測方法やセンサーの種類により、さまざまな原因にもとづ

く誤差やバイアスが含まれるため、一般的に現地観測よりも計測精度が劣るとされる。前述の Bolch et al.

(2008b)でも、高度変化が起こらないと考えられる氷河以外の地表面において大きな高度変化が算出されてお

り、単純な 2時期の DEMの差分による高度変化の算出の限界と思われる。

そして従来のヒマラヤ地域でのリモートセンシングを用いた氷河変動の研究の多くは、現地観測データによ

る精度検証や補正を行なっておらず、現地観測とリモートセンシングデータを組み合わせての氷河変動研究は

少ない (e.g. Nuimura et al., in press; Fujita et al., 2008)。

本研究で対象とするネパール東部のクンブ地方は、エベレスト周辺への観光を目的としたトレッキングルー

トが多く整備されているため、徒歩による移動が容易であるのが特徴である。リモートセンシングによる

DEM (Digital Elevation Model)解析には、広域での DGPS (Differential Global Positioning System)測量

が望ましいため、クンブ地方を研究対象として選択した。こうした背景のもと、本研究ではネパール東部のク

ンブ地方において 2004年、2007年と 2回の現地観測を実施し、それらの観測データを用いたリモートセンシ
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ングデータの精度検証及び補正を行なった上で、氷河変動量を高精度で復元することを目的とした。

2 地域概要

ネパール東部のクンブ地方では氷河域の約 36%が表面をデブリに覆われている (Fujii and Higuchi, 1977)。

クンブ地方中心部に位置するナムチェバザール村の近くのクムジュン村 (3833 m a.s.l.) において AWS

(Automated Weather Station)で計測されている年間降水量は、1995–1999年の期間で、約 839–1009.5 mm

となっている。降水量の多くはモンスーンにより夏季に降るため (Ueno et al., 2001)、ヒマラヤ地域の氷河

では、涵養と消耗が夏季に同時に起こるのが特徴的であり、このような氷河は夏季涵養型氷河と呼ばれて

いる (Ageta and Higuchi, 1984)。クンブ地域を代表する大規模なデブリ型氷河のひとつであるクンブ氷河

では、エベレスト (8848 m a.s.l.) の南西面から流下する全長は約 16 km の大型デブリ氷河で、その末端高

度は 4900 m a.s.l.、氷河平行線高度 (ELA: Equilibrium Line Altitude) は標高約 5700 m に位置している

(Benn and Lehmkuhl, 2000)。この氷河では 1978年以降、消耗域の一部で測量調査が断続的に行われている

(Watanabe et al., 1980; Kadota et al., 2000; Nuimura et al., in press)。また、大きな氷河湖に接している

イムジャ氷河では、近年、DGPS (Differential Global Positioning System)測量によって、末端モレーンの

表面高度の低下が定量的に明らかにされている (Fujita et al., 2009)。
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3 使用データ

3.1 DGPS測量データ

ネパール東部のクンブ地方において、2004 年秋にはクンブ氷河、2007 年秋にはクンブ地方の広域 (東西

30 km、南北 25 km、標高 3400–5500 m)を対象に DGPS測量を行った。これまで、クンブ氷河では氷河の

消耗域に設定した 4ヶ所の対象区域 (下流から順に Area 1–4)において、1978年、1995年、1999年に現地測

量が行われている (図 1)。また、氷河消耗域上流部の氷が塔状に地表に露出しているアイスピナクル帯付近に

おいては (図 2)、衛星データによる氷河表面の移動量の計測や、現地調査によるアイスピナクルの位置の計測

から、氷河の流動速度の変化が明らかにされている (Seko et al., 1998)。

2004年の調査ではそれらの測量データの更新及び最新の氷河変動量の把握を目的として行なった。本研究

では、これらの地形測量データから (表 1)、1978年から 2007年までのクンブ氷河の表面高度の変化量と、氷

河消耗域上流部における氷河の流動速度を求めた。

一方、2007 年の調査ではクンブ地方広域において、リモートセンシング DEM (RS-DEM) の補正のため

の高精度地形データの取得を目的として、DGPS 測量 (CMC All Star 受信機) を行なった (図 3)。DGPS

測量は 2 台以上の GPS機器を必要とし、1 台は基地局として固定地点に、それ以外の機器は移動局として、

観測者とともに移動する。ちなみに、この DGPS測量データは RS-DEMの水平および垂直位置補正に用い
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るため、正確な基地局の絶対地理座標は必要はない。GPSデータの後処理には専用ソフトウェアWaypoint

GrafNav/GrafNet (NovAtel Inc.)を使用した。用いた GPS機器の測位精度は、Fujita et al. (2008)により

水平方向に 0.11 m、垂直方向に 0.17 mと報告されている。GPSデータのうち、測位時の衛星位置や、観測状

況などの問題から収束解の得られなかった精度の悪いデータは除去し、以後の解析には用いなかった。DGPS

測量で得られた 1秒ごとの測量データは UTM座標系（Zone 45 North）に座標投影を行ったのち、オープン

ソースソフトウェアの GRASS GISに実装されている RST (regularized spline with tension)法 (Mitášová

and Mitáš, 1993)により、30 mのグリッドサイズに補間し DEM (DGPS-DEM)を生成した 。

3.2 ネパール測量局の地形図 (Map-DEM)

ネパール測量局では 5万分の 1縮尺の地形図を発行しており、高山域においても 40 m間隔の等高線が含ま

れている。これらの等高線を GIS上でラインデータとして図 4の範囲を手動で抽出し、RST法により 30 m

のグリッドサイズの DEMに補間した。生成された DEMは UTM座標系（Zone 45 North）に座標投影を行

なった。

3.3 デジタル地形データ SRTM (SRTM-DEM)

USGS (United States Geological Survey)により、地球の大部分を網羅するデジタル地形データ SRTMが

提供されている。このプロジェクトは NASA (National Aeronautics and Space Administration)と、NGA
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(National Geospatial-Intelligence Agency)により実施された。SRTM地形データは 2000年 2月に、スペー

スシャトル Endeavor に搭載されたレーダーシステムにより計測が行われた。SRTM には解像度 1 秒 (約

30 m)の SRTM1、解像度 3秒 (約 90 m)の SRTM3、そして解像度 30秒 (約 900 m)の SRTM30の 3種類

のプロダクトがあり、それらのうち SRTM1は米国内のデータのみが使用可能となっている。よって、本研究

では使用可能な最も解像度の高いプロダクトである SRTM3を用いた。3秒のグリッドサイズで地理座標系の

SRTMは、バイリニア補間法によって 30 mのグリッドサイズの UTM座標系 (Zone 45 North)にリサンプ

ル及び投影変換を行なった。

3.4 ASTER衛星画像

人工衛星 Terra に搭載されている ASTER (Advanced Spaceborne Thermal Emission and Reflection

Radiometer) センサでは可視近赤外域 (VNIR: visible near-infrared) で 3 バンド、短波長赤外域 (SWIR:

short wave infrared) で 6 バンド、熱赤外域 (TIR: thermal infrared) で 5 バンドの波長帯の画像を撮像す

ることができる。本研究では ERSDAC (Earth Remote Sensing Data Analysis Center)の、ASTER GDS

(Ground Data System)により提供されている、オルソ済み衛星画像と DEMがセットとなっているレベル

3A01プロダクトを使用した。それらのうち可視近赤外域 (グリッドサイズ: 15 m)と熱赤外域 (グリッドサイ

ズ:90 m)の画像を用いて、氷河域の抽出と氷河表面のデブリ被覆の有無の判定に用いた。これらの ASTER
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衛星画像は UTM座標系 (Zone 45 North)に座標投影を行なっている。

3.5 ASTERセンサによるステレオ生成 DEM (ASTER-DEMs)

ASTERセンサでは可視近赤外域にて、衛星軌道沿いにステレオペア画像を撮像することができ、写真測量

法により DEMを取得することが可能となっている。本研究で用いたレベル 3A01プロダクトでは、15、30、

90 mの 3種類のグリッドサイズが提供されている。また、ASTER-DEMの各グリッドに対して、DEM生

成に使用した衛星画像の雲や雪などの有無、それに伴う信頼性の有無などの情報を示す補助データが一緒に

提供されているため、それをもとに予め信頼性の低い DEM グリッドを除去し、以後の解析に用いた。解析

にはクンブ地方を含む 13シーンを使用した (表 2、図 4)。なお、DEM生成の詳細なアルゴリズムは Toutin

(2008)や、Fujisada et al. (2005)で述べられている。ASTER-DEMの精度はおよそ 10 m (10 m, Fujisada

et al. (2005); 11.0 m,Fujita et al. (2008))と報告されている。なお、ASTER-DEMは UTM座標系 (Zone

45 North)に座標投影を行なっている。
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4 地形計測データの前処理及び精度評価

4.1 GPSポイントデータの選別

本研究で用いた DGPS機器は 1秒間隔の座標データとともに、属性データとして GPS衛星の配置や受信

状態に基づく計測精度の評価情報が含まれている。本研究ではこれらの属性情報から、ディファレンシャル補

正の際に解の収束が得られなかったデータは除去し、精度の良好な計測ポイントデータのみを解析に用いた。

ちなみに 2004年の DGPS測量データに関しては、クンブ氷河の表面高度の計測を目的としているため、氷河

上の GPSデータのみを解析に用いているが、2007年の DPGS測量データに関しては、RS-DEMの補正及び

精度検証を目的としているため、標高が変化しない氷河以外の GPSデータのみを解析に用いている。

4.2 RS-DEMのバイアス補正

GPSを用いた 2004年のクンブ氷河における調査の際、氷河消耗域の Area 1–4 (図 1)のうち、Area 2と

3では測量作業が危険であったため、Area 1と 4の 2ヶ所のみで実施した。氷河消耗域の中流部に位置する

Area 2と 3の氷河表面高度の推定には、人工衛星 Terra搭載の ASTERセンサにより現地観測と同時期に計

測された DEMを用いた。DGPSによる現地測量データと ASTER-DEMの標高値に生じる差は、両者それ

ぞれの固有の誤差に加えて、ASTER-DEMが GCPを使用せずに衛星の軌道位置情報のみによって決定され
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ていることに起因する。そこで本研究では、まず現地での DGPS測量にもとづく最上流側と最下流側の 2ヶ

所の標高値を用いて、ASTER-DEMの精度評価及びバイアスを求めた。グリッドサイズによるバイアスの違

いをみるため、それぞれのグリッドサイズについてバイアス計算を行なった結果 (図 5)、一番大きなグリッド

サイズ (90 m)においてはバイアスの標準偏差が大きく、他の 2種類のグリッドサイズ (15、30 m)において

は同程度にバイアスの標準偏差が小さかった。本研究では精度と計算時間のバランスから 30 mグリッドサイ

ズで解析を行った。

図 5より、クンブ氷河消耗域周辺では、ASTER-DEMは DGPS-DEMと比べ平均で 14.5 m (Area 1では

15 m、Area 4では 14 m)高度を低く見積もる傾向があることがわかった。ASTER-DEMの高度を低く見積

もる傾向はブータン地方における先行研究でも報告されている (Fujita et al., 2008)。本研究ではこの高度バ

イアスをゼロにするように ASTER-DEMの高度を補正し、Area 2と 3の氷河表面高度を算出した。以上の

手法により、クンブ氷河の消耗域における 2004年までの氷河表面の高度変化を求めた。

つづいてクンブ地方全体の解析を対象とした RS-DEMの補正に関して述べる。前述の通り、RS-DEMには

様々な要因によるエラーが含まれている。例えばシーン全体の位置ずれなどは検出が比較的容易で、高精度な

参照データが存在すれば補正は可能であるが、局所的な小さな標高値のエラーは、高精度な地形データとの比

較する以外には検出は困難である。現地観測に基づく DGPS-DEMは、RS-DEMと比べ高精度であるため、

本研究では DGPS-DEMを参照データとして、全ての RS-DEMの補正を行なった。補正の方法は、水平方向
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については RS-DEMを東西南北それぞれの方向に最大 6グリッド (180 m)ずらしながら、DGPS-DEMとの

標高値の差分をそれぞれ計算した。その差の標準偏差が最も小さくなったずれを正しい位置として RS-DEM

の位置ずれ量を決定し、位置補正を行なった。また、垂直方向については水平方向に補正後の RS-DEM と

DGPS-DEMの標高値の差を垂直方向のずれ量として、DGPS-DEMとの差が、0 mとなるように、RS-DEM

の標高値を補正し、以降の解析に使用した。

4.3 バイアス補正後の RS-DEMの精度

表 4は位置補正済みの RS-DEMの精度を表す。D’Agata and Zanutta (2007)によると、等高線地図から

生成された DEMの精度は以下のように求められる。

σh = e · CI + σr · tan(α) (1)

σh は DEM の標高値の RMSE (root mean square error) (m)。σr は地図の読み取り誤差 (地図上での

0.2 mmを実距離に変換した値) (m)。eは経験上求められている値で 0.16–0.33の値。CI は等高線間隔 (m)。

αは局地的な傾斜の値となる。本研究では誤差が最大となる場合を想定して eの値には 0.33を採用した。求

められた地形図 DEM の精度は 19.0 m となり、DGPS-DEM との比較により得られた 14.0 m は妥当な値

であることが確認された。一方、DGPS-DEM との比較により SRTM-DEM の精度は 10.8 m と求められ、
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SRTM の仕様書によると信頼水準 90% で精度 16 m と報告されているため、妥当な結果であった (Rabus

et al., 2003)。また、13シーンの ASTER-DEMの精度は 10.7–17.8 m (平均 13.0 m)と求められた。先行研

究による ASTER-DEMの精度は 10 m及び 11.0 mと報告されており (Fujita et al., 2008; Fujisada et al.,

2005)、本研究の見積りは妥当な結果であることがわかった。

4.4 RS-DEM精度の傾斜依存性

一般的に、RS-DEM の精度は地形的特徴に影響を受けやすい。例えば、SRTM-DEM の場合は標高依存

の系統的なずれや (Berthier et al., 2006)、傾斜依存のずれに関する報告がされている (Guth, 2006)。一方、

Fujita et al. (2008)では ASTER-DEMは高山域にて、地形区分ごとに精度が異なることを明らかにしてお

り、ASTER-DEMはモレーン地形における精度が低いことを定量的に示している。

本研究では、信頼性の低い DEMグリッドを除去するために、それぞれの RS-DEMの DGPS-DEMに対

する差と傾斜との関係を調べた。傾斜の計算にはオープンソース GISソフトウェア GRASS GISを用いて、

対象グリッドと周囲 1グリッド （合計 3×3グリッド）の標高値から二次多項式近似により求めた。傾斜分布

図はそれぞれの RS-DEM ではなく、CGIAR (consultative group for international agricultural research)

提供の欠損データ補間済みの SRTM-DEM(Jarvis et al., 2008) から求め、この傾斜分布とグリッドごとの

の RS-DEMの DGPS-DEMに対する差との関係性について調べた。それぞれの RS-DEMの RMSEは傾斜
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10◦ ごとに計算を行なった (図 6)。図 6より傾斜が急な地形、特に傾斜 30◦ 以上で RMSEが大きい傾向があ

ることがわかった。よって、本研究では閾値を 30◦ と設定し、これより急な傾斜のデータは除去して、これ以

降の解析を行なった。

4.5 RS-DEM精度の標高依存性

これまでの研究で、いくつかの RS-DEM には標高依存性があることが知られている。SRTM-DEM では

Berthier et al. (2006) によって標高依存の系統的なずれがあることが報告されている。また ASTER-DEM

では、急傾斜な岸壁や、氷河表面の色のコントラストの小さい氷雪域の存在によって、高標高域での精度は

68%の信頼区間で±60 mほどであるとの報告がある (Toutin, 2008; Kääb, 2002; Racoviteanu et al., 2007)。

したがって、RS-DEMのみの標高差によって氷河域の表面高度の変化を議論する際は、氷河域以外の安定し

ている地表面においての標高差を計算することによって、RS-DEM の評価を事前に行うことが重要である

(Berthier et al., 2006; Berthier and Toutin, 2008; Berthier et al., 2010)。

本研究では高精度である DGPS-DEM は標高 3400–5500 m の範囲でしか取得できていないため、氷河域

以外の高度変化が起きていないと考えられる地表面を対象に RS-DEM間の標高差を計算し、各 RS-DEMご

との標高依存性のずれの評価を行なった。評価は標高 50 m ごとに、SRTM-DEM と、13 シーンを平均し

た ASTER-DEM の 2 種類の、MAP-DEM に対する標高差として計算を行なった (図 7)。図よりいずれの
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RS-DEMでも、RMSEは標高 5400 m a.s.l.以上で大きくなっていることがわかる。また、ASTER-DEMで

は標高 5400 m a.s.l.以上では、高度を低く見積もる傾向が顕著であった。図 8より、急傾斜地（30◦ 以上）の

データを除去した結果、標高 5400 m a.s.l.以上では、RS-DEMの RMSEが小さくなっていることがわかっ

た。また、ASTER-DEMの標高 5400 m a.s.l.以上での、高度を低く見積もる傾向も抑えられていることが

わかった。面積の標高分布を見ると、氷河域では氷河域以外に比べ、傾斜によるデータ除去の前後で面積の差

は圧倒的に小さく、氷河域の大部分は傾斜の緩やかな地形に位置していることがわかる。よって急傾斜地にお

ける RS-DEMの精度劣化の特性が氷河表面の高度変化に与える影響は小さいことがわかる。

5 氷河変動量の計算

5.1 クンブ氷河

5.1.1 表面低下の要因の評価

氷河の表面低下は、氷河の融解量の増加だけでなく涵養量の減少によっても起こる。涵養量の減少は下流へ

の氷河流量と、氷河縦断方向の流動の速度差による圧縮および伸長により生じる氷河浮上速度を小さくする。

よって、氷河変動量を見積もる際には、氷河の表面低下をもたらしている要因を考慮することも重要である。

本研究では、氷河の表面低下に対する融解量の寄与を見積もるために、氷河流動の連続式を用いた。氷河流動

の連続式の計算には、解析期間に対応する氷河流動速度が必要となるため、Seko et al. (1998)により流動速
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度変化が求められているクンブ氷河消耗域の上流部に位置する Area 4 (氷河末端から約 8–11 km)のみを対象

とした。

氷河流動の連続式は氷河氷の密度を一定とした質量保存則を表している (Paterson, 1994)。そのため、氷河

表面の高度変化速度、質量収支の変化速度、浮上速度のうち 2つが明らかであれば、残りの 1つの値は残差に

よって求めることができる。氷河のある範囲での氷厚変化は次式で表される。

δH

δt
= b+

(Qin −Qout)

W · δx
(2)

Qは対象範囲へ流入・流出する氷河のフラックス、H は氷河の平均氷厚、tは時間、bは表面における質量収

支つまりデブリ氷河における融解量、W は対象範囲における平均の氷河幅 (882 m)、xは対象範囲の氷河の縦

断方向の距離 (396 m)を示す (図 9)。式 2の右辺第 2項は氷河流動の圧縮による浮上速度を示す (Paterson,

1994)。

対象範囲の上流端、及び下流端における氷河のフラックスは次式で示される。

Q = W · h · v (3)

W、h、v はそれぞれ対象範囲の上流端 (UECE: upper edge of the box for the continuity equation)と下
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流端 (LECE: lower edge of the box for the continuity equation)における氷河幅、氷厚、流動速度をである

(図 10)。本研究では氷河幅 (W )は地形図から読み取り (UECE: 949 m、LECE：815 m)、氷厚 (h)はラジ

オエコー測深により得られた氷河底の高度と (Gades et al., 2000)、解析対象時期の氷河表面の高度の測量結

果の差から算出した (1978–1995年の期間においては、UECEで 345 m、LECEで 328 m、1995–2004年の

期間においては、UECEで 336 m、LECEで 314 m)。氷河表面の流動速度 (v)は Seko et al. (1998)による

値と、本研究で新たに求められた値を用いた。

Seko et al. (1998)は SPOT (System Pour l’Observation de la Terre) HRV (high-resolution visible )画

像 (10 m解像度)を用いて、1987–1995年の期間の流動速度を明らかにしている。Seko et al. (1998)では求

めた流動速度の誤差評価は行っていないが、氷河表面の位置ずれの検出精度が最大 1–2画素とすると、位置ず

れ量の誤差は最大 20 m (1987–1995年の期間の流動速度に換算すると 2.5 m a−1)となり、流動速度の誤差は

小さいと考えられる。

1987–1995年の期間の流動速度データの位置は、厳密には UECEと LECEの位置と対応していないため、

氷河縦断方向への線形補間により、UECE と LECE の位置における 1987–1995 年の期間の流動速度を求め

た。図 11は 1987–1995年の期間の氷河縦断方向の流動速度の分布である。図の上流側の連続したアイスピナ

クル帯 (図 11上の距離 0–1000 m)では、回帰直線との差が大きい実測値が見られたが、図の下流側の線形補

間された値のある断続的なアイスピナクル帯 (図 11上の距離 1500–2500 m)では、実測値と回帰直線はよく
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対応していたため、線形補間された値は信頼できると思われる。加えて、1978–1995年の期間の流動速度を求

めるために、1978–1984年と 1987–1995年のデータから時間で重み付けをして、データの内挿を行った。以

上のように氷河流動の連続式の上流端と下流端の流動速度を求めた (表 3)。なお、深さ方向に平均した流動速

度は Paterson (1994)と Sakai et al. (2006)に従い氷河表面の流動速度の 80%とした。

5.2 クンブ地方全体

5.2.1 氷河域の抽出とデブリ域の判定

クンブ地方全体での氷河変動量計算のために、氷河域の抽出をおこなった。ASTER VNIR バンドによる

フォールスカラー画像と CGIAR提供の欠損データ補間済み SRTM-DEMを重ね合わせることにより、薄い

積雪域や急傾斜地の氷の被覆を含まない、連続的な氷体としての氷河域を抽出した。さらに抽出された氷河

域は、表面をデブリに覆われた“デブリ域”と、覆われていない“裸氷域”の二つに区分を行った。これは

Suzuki et al. (2007)の手法に基づき、2004年の 11月の ASTER TIRの 5バンドから平均の輝度温度を算出

し、融解状態にあると仮定される低標高域の裸氷域のグリッドにおける輝度温度を 0◦ として、輝度温度のバ

イアスを補正したうえで、輝度温度が 0◦ より大きいグリッドをデブリ域として、0◦ 以下のグリッドを裸氷域

として区分した。
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5.2.2 WLSによる標高変化率の線形回帰

標高変化率はグリッドごとでの、それぞれの RS-DEMから得られた標高値の時系列変化を、WLSによる

線形回帰直線に当てはめることによって求めた。これは各データが持っている精度に応じて重み付けをし、最

小二乗法により回帰式をもとめる方法である。

SSR =

n∑
i=1

e2i
σ2
i

(4)

SSR は残差の二乗の合計 (Sum of squared residuals)。n は RS-DEM の数。ei は観測値と予測値の差。

σ はそれぞれの RS-DEMの RMSE (表 4)。SSR の値が小さいほどモデルが適合していることを意味する。

計算された線形回帰式の傾きの値が標高変化率 (m a−1)となる。この標高変化率は解析対象地域の全てのグ

リッドに対して、それぞれ計算を行なった。また、WLSにより求めた回帰式の傾きの信頼区間 95%の最も外

側の傾きと回帰式の傾きの差を、その線形回帰式に対する実測値のばらつきを示す指標、つまりモデル精度と

した。

5.2.3 流域全体での体積変化量の推定

クンブ地方における面積平均での氷河表面高度の変化速度は、以下のような手順で求めた。個々の氷河にお

いて高度 50 m間隔の区間での、計算結果が得られたグリッドの平均値で、計算できなかった欠損グリッドに
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おける高度変化率を補間する。高標高域では、1グリッドも計算できていない区間がいくつか見られ、これら

の区間においては、低い標高区間での平均の高度変化率から、氷河最上端の高度変化率を 0 m a−1 として線

形補間を行った。なお、このように補間を行なった高度区間の氷河面積は、全体の 14%となり氷河全体に比

べ小さいため、クンブ地方全体での高度変化率の値への影響は小さいと考えられる。求められた高度変化率か

ら、高度区間の面積に重み付けをして、面積平均をとることで、個々の氷河における面積平均の高度変化率を

算出する。そして求められた個々の氷河の面積と高度変化率から、面積に重み付けをして、クンブ地方全体で

の面積平均での高度変化率を算出をした。

6 結果と考察

6.1 クンブ氷河における氷河変動量と考察

6.1.1 消耗域の表面高度の変化

図 12及び表 5は、測量データによる DEMから計算されたクンブ氷河の消耗域の表面高度の変化速度であ

る。図より 1995–2004年の期間においては、消耗域下流部の Area 1や、上流部の Area 4に比べて、消耗域

中流部の Area 2と 3の表面低下速度が大きいことがわかる。

図 13は 1978–1995年と、1995–2004年のクンブ氷河における表面高度の変化率である。それぞれの値の推

定誤差は次式のように求めた。
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E =
√
(DEMa +DEMb)2 + se2 (5)

E は求める推定誤差。DEMa と DEMb は組み合わせの 2つの DEMの精度 (表 1)、seはその組み合わせ

の DEMの差演算で求められる標準誤差を示す。Kadota et al. (2000)によって求められた 1978–1995年の

表面高度の変化率と比較すると、消耗域下流部の Area 1ではわずかに、消耗域中流部の Area 2と 3、とりわ

け Area 3では著しく表面高度の低下速度が加速していることがわかる。Area 2と 3では表面地形の起伏が大

きいことが知られており、その起伏の大きいエリアは上流・下流、双方向に拡大していることが報告されてい

る (Iwata et al., 2000)。Bolch et al. (2008b)では、CORONAデータ (1962年)と ASTER-DEM (2002年)

から、クンブ地方東部の氷河表面の高度変化を見積っており、クンブ氷河の消耗域の中流部から下流部にかけ

ての高度変化が明らかにされている。彼らの結果からは、消耗域下流部 (≈Area 1)では 0.1–0.6 m a−1、消耗

域中流部 (≈Area 2と 3)では 0.1–1.3 m a−1 と表面低下速度を読み取ることができ、これらの値は本研究の

表面低下速度 (Area 1は 0.4–1.0 m a−1、Area 2は 0.7–2.3 m a−1、Area 3は 1.1–2.7 m a−1)よりもやや小

さい。しかしながら、彼らの解析期間 (1962–2002年)と、本研究での解析期間 (1978–1995年と 1995–2004

年)の違いを考慮すると、妥当な高度変化だと思われる。
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6.1.2 消耗域の流動速度の変化

表 3 と図 14 は、1956 年以降の Area 4 における流動速度の時空間変化である。図 14 から流動速度の時

空間分布は、一定時間で見ると下流にいくほど減速し、一定の場所でみると近年ほど減速しているとがわか

る。前者は一般的に氷河で観測される傾向であるが、後者は氷河が定常状態から縮小傾向にあることを示唆し

ている。このようなクンブ氷河における近年の流動速度の減速は、近年のリモートセンシングを用いた研究

(Luckman et al., 2007; Quincey et al., 2009)とも整合的である。

6.1.3 氷河流動の連続式の誤差評価

氷河流動の連続式に用いる変数の測定誤差が、どの程度、浮上速度と質量収支の値に影響するかについて

評価を行なった。評価した項目は、式 (2) および 式 (3) に用いられる氷河幅 (W )、氷厚 (h)、氷河の流動

速度 (v) である。氷河幅は地形図から読み取っている (UECE で 949 m、LECE で 815 m)。D’Agata and

Zanutta (2007)に従い、地形図の読み取り精度を 0.2 mm、つまり実寸では 20 mとした。よって氷河幅の誤

差は、UECEで 949±20 m、LECEで 815±20 mとした。氷河底の高度は、1999年にGades et al. (2000)が

測定誤差が 5–20 mのラジオエコー測深で計測した値を用いている (UECEで 4858 m、LECEで 4855 m)。

よって、氷厚の誤差は 1978–1995 年の期間については UECE で 345±20 m、LECE で 328±20 m である。

1995–2004年の期間については UECEで 336±20 m、LECEで 314±20 mとした。流動速度の誤差において
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も D’Agata and Zanutta (2007)の手法に従い、1978年の地図の読み取り精度は 1 m、1984年の地図の読み

取り精度は 10 mとした。これらの誤差から、1978–1984年の期間での 2ヶ所のアイスピナクルの途切れる場

所 (上流から G1、G2)での流動速度は、ともに 41 ± 1.8 m a−1 とした (表 3)。ここで流動速度について、下

流にかけて流動速度が減速 (G1で 42.8 m a−1、G2で 39.2 m a−1)、下流にかけて流動速度が一定 (G1、G2

とも 41 m a−1)、下流にかけて流動速度が加速 (G1で 39.2 m a−1、G2で 42.8 m a−1)の 3通りのケースを

仮定した。一般的に氷河の流動速度は ELAより下では下流に向かうほど減速するため、3番目のケースは非

現実的であり、誤差評価では扱わないものとした。なお、UECEと LECEにおける流動速度については、G1

と G2での流動速度からそれぞれ外挿して求めている。その後は 1978–1984年の期間と 1987–1995年の期間

の流動速度から、時間で重み付けをして 1978–1984年の期間の流動速度を求めた (表 3)。

前述の各種パラメーターの誤差量を含めて氷河流動の連続式より浮上速度と質量収支を計算した結果、浮上

速度は 5.72±3.90 m a−1、質量収支は −6.42±3.90 m a−1 と求められた。なお、1995–2004年の期間は現地

観測より、1 m以下の精度で流動速度が求められている。

6.1.4 表面低下の要因

表 6は本研究で求められた氷河表面の高度変化速度、浮上速度、そしてその残差から求めた質量収支の変化

速度である。なお、表 3にあるとおり、UECEと LECEでの流動速度の差は最近になるほど増加しているが

(1995–2004年の期間では 3.2 m a−1、1978–1995年の期間では 2.0 m a−1)、浮上速度は減少している。これ
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は、全体としての流動速度の減少及び下流に向けて氷河幅が狭まるため (949 mから 815 m)である。

残差より求められた質量収支、すなわち融解量は −6.6 (1978–1995年)から −5.66 (1995–2004年) m a−1

に減少した。 また、浮上速度も 5.9 (1978–1995年)から 5.06 (1995–2004) m a−1 と減少した (表 6)。融解

量は近年減少しているが、氷河表面の高度変化速度はほぼ一定なのは、浮上速度が減少しているためである

と考えられる。Area 4で近年融解量が減少しているという結果は、近年の温暖化やヒマラヤの氷河の縮小と

いった観測結果 (Fujita et al., 1997, 2001)と一致していない。この理由としては、近年の融解量の減少は氷

河内部から析出したデブリによる断熱効果が考えられ、近年のアイスピナクルの縮小という観測事実とも一致

する。

近年の浮上速度の減少は、氷河上流の涵養域からの氷河流動フラックスの減少を意味しており、実際、最近

50年間で氷河消耗域と涵養域を隔てるアイスフォール帯の氷の起伏が小さくなっているというエベレスト登

山家らによる報告もある。また、このようなアイスフォール帯の氷の起伏の減少は写真からも確認することが

できる (図 15)。これらからも近年、上流からの氷河流動フラックスが減少は支持される。

アイスフォール帯からの氷河の流動フラックスの減少は、融解の増加もしくは降雪量の減少によると考

えられる。クンブ氷河の ELA はアイスフォール帯に位置しており (約 5700 m a.s.l.;Benn and Lehmkuhl

(2000))、氷河の ELA付近は氷河表面のアルベドの変化によって (Fujita, 2008b)、気温の変化に最も敏感で

あるため、近年の温暖化に伴う氷の融解の増加が考えられる。
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6.2 クンブ地方全体における氷河変動量と考察

6.2.1 氷河表面高度の変化速度の高度分布

図 16は氷河の高度変化率をデブリの有無のタイプ別に示した 50 m間隔の高度分布である。各高度帯にお

ける誤差は、高度帯内の全グリッド平均での高度変化率の精度を表す。これまでデブリ氷河は表面デブリ層

の断熱効果によって、気候変化に対しての応答が遅いと考えられていたが (Mattson et al., 1993)、図 16aか

らは、氷河消耗域において、裸氷域ほどではないがデブリ域においても表面低下が起きている。これは Sakai

et al. (2000)や Sakai et al. (2002)で指摘されている、氷河上に散在する池や氷崖が熱吸収を増加することに

よる、融解促進効果によるものだと考えられる。標高 5600 m a.s.l.以上において、裸氷域と比べデブリ域で

顕著な表面上昇が起きていることがわかるが、ここは主に氷河縁の崖錐部に位置しているため、氷河変動によ

る表面上昇ではなく土砂移動による局地的な地形変化であると考えられる。流域全体での氷河変動量を見ると

き、標高 5600 m a.s.l.以上のデブリ域の面積は全体面積に対して非常に小さいため (図 16b)、このような局

地的な地形変化の影響は十分に小さいと考えられる。また、裸氷域では標高 5600 m a.s.l.より上では比較的

誤差が大きいことがわかる。裸氷域の全体面積に対する標高 5600 m a.s.l.以上の面積が小さいことを考慮す

ると (図 16b)、流域全体での氷河変動量の計算に与える影響は小さいが、この結果はステレオ生成 DEMによ

る高標高域の地形計測には限界があることを示している。
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6.2.2 氷河表面高度の変化速度の空間分布

図 17は氷河表面高度の変化速度の空間分布である。この空間分布は、全体の平均高度変化速度の数値には

表現されない局地的な氷河変動を見る上で重要である。また、図 18は、前章で述べた線形回帰による氷河表

面高度の推定誤差の分布を表す。誤差の分布図を見ると、全体的には高標高ほど誤差が大きく、北向き急斜面

でも誤差が大きくなる傾向が見られる。高標高域の誤差増加は雪氷域の低コントラストによるステレオ生成

DEMの精度低下と考えられ、図 16aにおける標高 5600 m a.s.l.以上の裸氷域での誤差増加の要因となって

いる。北向き急斜面での誤差増加は、ASTERのシーンごとに影の状態が異なることが影響しているためと考

えられる。デブリ氷河では下流部は基本的に誤差は小さいが、下流部のサイドモレーンでは一部誤差が大きい

部分も見られ、これはサイドモレーンの崩壊などによる影響とみられる。上記のような誤差の大きな場所はあ

る程度大きな範囲でみられるが、それとは別に多くのデブリ氷河の消耗域ではパッチ状に誤差の高まりがみら

れる。本研究で用いている線形回帰の精度の値は、計算対象グリッドにおける標高値の時系列変化が直線的で

ない、つまり変化の大きい場合に大きくなるため、デブリ氷河の消耗域におけるパッチ状の誤差の高まりは、

デブリ氷河上の池の存在や流動による地形高まりの移動により、局所的に融解速度の加速や高度変化によって

生じていると思われる。
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6.2.3 デブリ氷河での表面低下

図 19はクンブ地方の面積 0.5 km2 以上のデブリ氷河における、氷河消耗域の縦断面方向の傾斜と氷河消耗

域における平均低下率の分布である。それぞれの氷河のデブリ域のグリッドについて、氷河末端からの距離と

標高の線形回帰モデルを求めることにより、氷河ごとのデブリ域における氷河縦断方向の傾斜とした。図よ

り、平均傾斜が 5◦ 以下の大型デブリ氷河で、0.5 m a−1 を超える顕著な表面低下が起きているのがわかる。

大型デブリ氷河のひとつのクンブ氷河では、前述の通り現地観測からもデブリ域で顕著な表面低下が確認さ

れている (図 12、表 5)。この顕著な表面低下部分では、氷河表面起伏が大きいことが現地観測から指摘され

ており (Iwata et al., 2000)、氷河の融解促進効果のある池や氷崖 (Sakai et al., 2000, 2002)が多くみられる。

また、Bolch et al. (2008b)による顕著な表面低下域や、Naito et al. (2000)によるシミュレーションによる、

将来的に氷河の流動域が分離が予測されている位置とも一致する。

Sakai and Fujita (2010)では、氷河消耗域の平均傾斜とデブリ域の表面低下量の関係から、傾斜 3◦ 以下の

緩やかな部分で表面低下が継続すると、氷河湖が発達する可能性があることを指摘しており、本研究における

大型デブリ氷河のデブリ域における顕著な表面低下は、氷河湖形成の兆候と考えられる。一方、面積の小さく

平均傾斜が 5◦ 以上の氷河では、表面低下が小さいことがわかった。これは、Quincey et al. (2007)でも述べ

られている氷河表面傾斜の急な部分 (>2◦)では流動速度勾配が大きくなるため浮上速度が増加し、表面低下

分が補償されている効果と考えられる。
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本研究による表面低下速度の分布図 (図 17)からも、Quincey et al. (2007)や Sakai and Fujita (2010)で

指摘している氷河流動速度の影響による氷河湖の形成効果と一致する。また、氷河湖に接する 2つの氷河 (イ

ムジャ氷河とルムディン氷河)では非常に大きな表面低下を示している (図 19:≈1–3 m a−1)。これは、氷河末

端において、ターミナルモレーンによりせき止められずに氷河湖が形成されることによって、氷河末端付近に

おける流動の圧縮を減少し、このような圧縮の影響を受けない末端部では浮上速度の減少、つまり大きな表面

低下を引き起こす (Sakai and Fujita, 2010; Quincey et al., 2007)ためだと考えられる。本研究の表面速度分

布図では氷河湖をもつ氷河にて、以上のような氷河湖拡大の正のフィードバックにより表面低下が加速してい

ることを示している。

6.2.4 クンブ氷河の現地観測データによる検証

クンブ氷河はクンブ地方の大型デブリ氷河の一つであり、エベレストの南西面から標高 4900 m a.s.l.の末

端部まで流れ下っている氷河で、氷河消耗域において 4 ヶ所の測量エリアが設定されており、1978 年以降、

1995 年、1999 年、2004 年と現地測量が行われている (Watanabe et al., 1980; Kadota et al., 2000, 2002;

Nuimura et al., in press)。Nuimura et al. (in press)では 1978年から 2004年にかけて、4ヶ所の測量エリア

における氷河表面の高度変化が高精度に求められており、これとの比較により、本研究で見積もった高度変化

の検証を行なった (図 20)。氷河末端から 0–10000 mの下流域は氷河消耗域、氷河末端からの距離が 10000 m

より上流域は氷河涵養域に対応する。観測期間は Nuimura et al. (in press)では 1978–1995年、1995–2004
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年の 2期間であるのに対して、本研究では 1992年から 2008年の間であるため厳密には一致しない。しかし、

各測量エリアにおける変化率は概ね一致していることから、本研究における氷河表面高度の変化速度の見積は

妥当な値であることが考えられる。

6.2.5 クンブ地方全体の氷河変動量について

1992–2008 年のクンブ地方全体での氷河表面高度の変化速度は、−0.45±0.57 m a−1 w.e. と求められた

(Table 7)。本研究で得られたクンブ地方の裸氷域の表面高度の変化速度 (−0.35±0.68 m a−1 w.e.)は、Fujita

et al. (2001)によるクンブ地方の南に位置するショロン地方の AX010氷河での観測結果 (−0.86 m a−1)と比

べると表面低下速度は小さいが、AX010氷河が存在する標高帯 (4950–5300 m a.s.l.)と同じ標高で比較する

と同程度の変化速度であった。しかしながら、世界の他の地域におけるリモートセンシングを用いた観測結果

と比較すると、表面低下量は小さいことがわかった (表 8)。観測や数値実験の結果から、気温変化への氷河の

応答は湿潤地域のほうが、乾燥地域より大きいことが指摘されている (Meier, 1984; Fujita, 2008a)。クンブ

地方における年降水量は、これまで観測によって 950 mm(Ueno et al., 2001)から 465 mm(Bollasina et al.,

2002)程度であることが報告されており、比較的に乾燥環境であるため温暖化への応答が抑えられていると考

えられる。一方、夏季モンスーンの影響を受けるアジアの氷河では、積雪による涵養量の減少やアルベドの低

下を通じて、他の地域の氷河より、温度変化に対して敏感な変化を見せることが指摘されている (Fujita and

Ageta, 2000; Fujita, 2008a)。クンブ地方では、温暖化に対して敏感だとされるモンスーン影響下に存在する
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氷河であるが平均低下量が小さく、その要因としては短期間の気温変化に対してデブリ域の反応が遅いためだ

と考えられる。

7 結論

本研究ではネパール東部のクンブ地方において、1992年から 2008年の間の多時期の RS-DEMを現地観測

データで補正及び検証を行なった上で、氷河表面の高度変化分布を示した。得られた高度変化からはデブリ氷

河のデブリ被覆域において、氷河湖形成の兆候を示す顕著な表面低下が確認することができた。高度変化速度

をWLS線形回帰モデルにより求めることにより、補正済みの DEMにおいても取り除けない誤差の影響を抑

えることができた。同様の手法をヒマラヤの他の地域に適用する場合、多くの時期の RS-DEMを確保するこ

とが困難なため、適用可能地域が限られてしまうが、ALOS-PRISMのような高解像度の DEMや、より高精

度で計測頻度が高い DEMの使用により、ヒマラヤ地域の継続的な氷河変動モニタリングやその精度向上が期

待される。また、本研究の結果は高標高の雪氷域での低コントラストにおけるステレオ生成 DEMの精度上限

界があることを示しており、今後は高標高域での氷河表面高度の変化を見るためには、レーザー測量法などに

よるアプローチが望ましいと思われる。
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表 1 クンブ氷河における測量データの概要。等高線地図の精度推定には D’Agata and Zanutta (2007)

の手法を用いた。Area番号は図 1を参照。CI：等高線間隔、CM：等高線地形図、TS：セオドライト測

量、DGPS：ディファレンシャル GPS測量。

Area Year Survey method CI Survey points Accuracy

[m] [m] by DGPS [m]

1 1978 CM by TS 5 - 1.66

2 1978 CM by TS 5 - 1.69

3 1978 CM by TS 5 - 1.67

1 1995 Profile data by TS - - -

2 1995 CM by TS 5 - 1.72

3 1995 CM by TS 5 - 1.69

4 1995 CM by TS 10 - 3.34

1 2004 DGPS, TS - 18267 < 1

4 2004 DGPS - 40278 < 1

4 2007 DGPS - 45649 < 1
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表 2 使用した ASTERシーンのリスト。

Granule ID Date Scene center [decimal degree]

[yyyy-mm-dd] Longitude Latitude

AST3A10010140513270803180009 2000-10-14 86.841247 27.794328

AST3A10112200502290803180008 2001-12-20 86.940597 27.779974

AST3A10211210500340602010692 2002-11-21 86.910569 27.784135

AST3A10301080500160901290046 2003-01-08 86.977879 27.774355

AST3A10310230459290803170352 2003-10-23 86.938810 27.779990

AST3A10411100458190801310669 2004-11-10 86.722839 27.811015

AST3A10511290458400803180014 2005-11-29 86.773017 27.804141

AST3A10512150458320802010003 2005-12-15 86.805299 27.799489

AST3A10602010458090803170351 2006-02-01 86.663070 27.820009

AST3A10701190459340802190043 2007-01-19 86.540530 27.837430

AST3A10801060459360901281058 2008-01-06 86.914047 27.783632

AST3A10802070459350803180007 2008-02-07 86.571736 27.832989

AST3A10802230459310803180006 2008-02-23 86.586114 27.830978
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表 3 1956年から 2004年までのクンブ氷河における流動速度 (m a−1)。Seko et al. (1998)の流動デー

タ表に Nuimura et al. (in press)による最新のデータを加筆修正している。1956年、1978年、1984年の

データにはそれぞれ大縮尺の地形図 (Müller, 1959; Iwata et al., 1980; National Geographic Magazine,

1988)が用いられており、それぞれの地形図の精度は公表されていない。 1987年のデータは SPOT HRV

画像を用いている。1995 年と 2004 年のデータは測定精度 1 m 以内の現地測量によるものである。G1：

アイスピナクルのギャップ (図 10 参照)、C-PA：ピナクル A の中心、G2：アイスピナクルのギャップ

(図 10参照)、C-PC：ピナクル Cの中心、UECE：連続式の設定枠の上流端、LECE:連続式の設定枠の下

流端。

Time period G1 C-PA G2 C-PC UECE LECE

1956–1978 - - 56 - - -

1978–1984 41.9 ± 0.9 - 40.1 ± 0.9 - 38.9 ± 2.1 37.4 ± 3.6

1978–1995 - 36.6 - 35.0 33.2 ± 0.9 31.2 ± 1.6

1987–1995 - 30.2 - 27.6 29.0 26.6

1995–2004 - 20.2 - 19.0 22.2 19.0
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表 4 補正済みの RS-DEMの精度。それぞれの RMSEは DGPS-DEMに対しての値。

Year RMSE [m]

Map-DEM 1992 13.8

SRTM-DEM Feb. 2000 10.7

ASTER-DEM

Oct. 2000 16.5

Dec. 2001 13.2

Nov. 2002 15.0

Jan. 2003 12.7

Oct. 2003 11.7

Nov. 2004 12.9

Nov. 2005 10.5

Dec. 2005 10.9

Feb. 2006 10.6

Jan. 2007 13.8

Jan. 2008 11.9

Feb. 2008 13.0

Feb. 2008 12.7
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表 5 DEMの差分計算の各組み合わせと結果。SD：標準偏差。

Area Duration Mean differences SD of differences Number of grids

[m] [m]

1 1978–1995 −1.3 4.3 21

2 1978–1995 −10.6 13.3 245

3 1978–1995 −5.8 10.8 212

1 1995–2004 −6.5 8.0 13

2 1995–2004* −28.1 8.4 285

3 1995–2004* −31.5 8.5 251

4 1995–2004 −5.5 12.1 148

4 2004–2007 0.87 4.7 197

*バイアス補正済みの 2004 年の ASTER-DEM.
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表 6 クンブ氷河の Area 4 における２期間 (1978–1995、1995–2004) の氷河表面高度の変化速度、浮上

速度、質量収支の変化速度

Time Elevation change Emergence velocity Mass balance

period [m a−1] [m a−1] [m a−1]

1978–1995 −0.70 5.9 ± 0.28 −(6.6 ± 0.28)

1995–2004 −0.61 5.06 −5.66
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表 7 クンブ地方全体での氷河の高度変化量

Area [km2] Mass balance [m a−1 w.e.]

Debris-covered area 63.7 −0.63±0.38

Debris-free area 119.6 −0.35±0.68

All glaciers 183.3 −0.45±0.57

45



表 8 他地域における氷河変動量

Table S2. Summary of elevation changes on glacier in other regions.

Area Period
Mass balance

Used data Reference
[m a−1 w.e.]

European Alps 1959–2003 +0.7 Historical maps, Photogrammetry D’Agata and Zanutta (2007)

Alaska 1972–2000 −3.24–+0.36 Photogrammetry, SRTM Muskett et al. (2003)

Patagonia 1968–2000 −0.7–−0.9 Historical maps, SRTM Rignot et al. (2003)

Indian Himalaya 2000–2004 −0.69 SRTM, SPOT5 Berthier et al. (2007)

Central Asia 1977–2000 −1.9–−2.2 Historical maps, SRTM Surazakov and Aizen (2006)

46



86˚45'E 86˚50'E 86˚55'E

27˚55'N

28˚00'N

Area 1

Area 2

Area 3
Area 4

Everest

Pumori

Lhotse
Nuptse

Benchmark
Peak

0 5

km
Nepal

China

India

図 1 クンブ氷河の測量設定エリア。4つの白枠がそれぞれの測量設定エリア。細い白線はクンブ氷河の範

囲。背景は 2004年 11月撮影 ASTER衛星画像
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図 2 クンブ氷河右岸のカラパタールからのクンブ氷河中流部の写真。アイスピナクルの見えるのが

Area 4の位置に対応する。
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図 3 2007年の DGPS 測量の範囲。色のついた線は DGPS 測量の軌跡を示す。背景は 2004年 11月の

ASTER衛星画像。
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図 4 使用した DEMの範囲
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図 5 クンブ氷河の Area 1と Area 4での ASTER-DEMと DGPS-DEMとのずれ、使用した ASTER-

DEMは 2004年 11月のシーンのもので、計算は ASTERレベル 3プロダクトに合わせ、3段階 (15 m、

30 m、90 m)のグリッドサイズで行なっている。エラーバーは計算された標高値の差の標準偏差を示して

おり、見やすさのためにそれぞれ上下片側のみを表示させている。
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図 6 傾斜別での RS-DEMの DGPS-DEMに対する RMSEの頻度分布。傾斜は 10◦ 間隔の区切りで示してある。
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図 7 傾斜 (30◦)でふるい分ける前の RS-DEMと CGIAR SRTMとの標高差の高度分布と、氷河とそれ

以外の面積の高度分布。高度分布は 50 m 間隔の区切りで示してあり、エラーバーはそれぞれの区間での

標高差の標準偏差を示す。ASTERのデータは 13シーンの平均値を用いている。
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図 8 傾斜 (30◦)でふるい分けた後の RS-DEMと CGIAR SRTMとの標高差の高度分布と、氷河とそれ

以外の面積の高度分布。高度分布は 50 m 間隔の区切りで示してあり、エラーバーはそれぞれの区間での

標高差の標準偏差を示す。ASTERのデータは 13シーンの平均値を用いている。
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図 9 氷河流動の連続式の模式図。中央の濃い青色の立方体は連続式の計算対象の領域。青矢印は氷河流

動の向きを示す。両端の半透明の領域は氷河の流入と流出を表している。
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図 10 クンブ氷河の Area 4 におけるアイスピナクル位置。黒線は 1995 年のアイスピナクルの縁、ピナ

クル A とピナクル C の上流端 (1) と下流端 (2) がそれぞれ位置測定をした地点 (ピナクル A では P-A1

と P-A2、ピナクル Cでは P-C1と P-C2)。オレンジ色の破線 (UECEと LECE)はそれぞれ連続式計算

の設定枠の上流端と下流端に対応する。
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図 11 1987年から 1995年の氷河流動速度の氷河縦断方向の分布。流動速度データは Seko et al. (1998)

による。UECEと LECEにおける流動速度は他のデータから線形回帰で推定している。
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図 12 (a)1978年から 1995年、 (b)1995年から 2004年のクンブ氷河における高度変化。細い白線はク

ンブ氷河の縁。背景は 2004年 11月の ASTER衛星画像。

58



−3

−2

−1

0

1

2

R
at

es
 o

f s
ur

fa
ce

 e
le

va
tio

n 
ch

an
ge

s 
(m

 a
−

1 )

4900 5000 5100 5200 5300

Elevation (m)

1995−2004 in this study
1978−1995 in this study
1978−1995 by Kadota et al. (2000)

Area 1 Area 2 Area 3 Area 4

図 13 1978年から 1995年、1995年から 2004年のクンブ氷河における高度変化率 (Nuimura et al., in

press; Kadota et al., 2000). エラーバーは推定誤差を示す。
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図 14 1956 年以降のクンブ氷河の Area 4 における流動速度の変化。Seko et al. (1998) に Nuimura

et al. (in press)のデータを加筆修正してある。縦軸は基準点から下流方向への相対距離。細い矢印はアイ

スピナクルのギャップである G1と G2に対応しており、それぞれピナクル Aとピナクル Cの上流側に位

置する。1987 年から 1995 の間の細い矢印は Seko et al. (1998) にて SPOT から計測された流動速度を

示す。２本の破線は氷河流動の連続式の上流端と下流端 (UECEと LECE)に対応しており、UECEは氷

河が流入する側、LECEは氷河が流出する側を表す。それぞれの位置は図 10に示す。
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図 15 クンブ氷河のアイスフォールの写真 (左は 1975年、右は 2004年撮影)。1975年の写真は読売新聞社による撮影。
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図 16 クンブ地方全体での (a)氷河表面高度の変化速度と (b)面積の高度分布。高度分布は 50 m間隔の

区切りで示してあり、エラーバーはそれぞれの区間での平均の推定誤差を示す。
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図 17 クンブ地方における氷河表面高度の変化速度の分布。色のついたグリッドは氷河表面高度の変化速

度 (m a −1)を表す。背景は 2004年 11月の ASTER衛星画像。

63



0

1
[m a−1]

86˚30' 86˚40' 86˚50' 87˚00'

27˚40'

27˚50'

28˚00'
Everest

Peak

0 5 10

km

図 18 クンブ地方における氷河表面高度の変化速度の誤差の分布。色のついたグリッドは氷河表面高度の

変化速度の誤差 (m a −1)を表す。背景は 2004年 11月の ASTER衛星画像。
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